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第 1 章  序論 
英字(大文字) 
  P  : 避難経路の通過可能確率（-） 
英字(小文字) 
  n  : 流動量（人/s） 
  p  : 単位長さあたりの避難者発生数（人/m），確率（-） 
  0t  : 最遅避難開始時間（s） 
  v  : 歩行速度（m/s） 
  w  : 道路幅（m） 
  x  : 距離（m） 
  y  : 距離（m） 
ギリシャ文字(小文字) 
  α  : 群集流動係数（人/ms） 
  β  : 道路面積の比率（-） 
  ρ  : 人口密度（人/m2），出火密度（件/m2） 
 
 
第 2章  ポテンシャルの概念に基づく避難性状予測モデル 
英字(大文字) 
  P  : 避難者から気流軸に下ろした垂線の足の位置ベクトル（m） 
  Q&  : 発熱速度（kW） 
  Q  : 避難者の位置ベクトル（m） 
  R  : 避難場所までの最短経路の集合（-） 
  T  : 温度（K） 
  BT  : 人体の表面温度（K） 
  crT  : 確実に避難を開始する限界曝露温度（K） 
  ∞T  : 外気温度（K） 
  TΔ  : 避難者が曝される熱気流による温度上昇（K） 
  0TΔ  : 熱気流の気流軸上の温度上昇（K） 
  T  : 熱気流の気流軸の単位方向ベクトル（m） 
  ∞U  : 市街地風の風速（m/s） 
英字(小文字) 
  Pc  : 気体の定圧比熱（=1.0kJ/kgK） 
  d  : 輻射源と避難者の距離（m），ダミー変数（-） 
  g  : 重力加速度（=9.8m/s2） 
  ijg  : 道路 ijのポテンシャル勾配（1/s） 
  h  : 対流熱伝達率（kW/m2K） 
  l  : 道路に沿った距離（m） 
  ijn  : 道路 ijの避難者数（人） 
  Ep  : 避難開始確率（-） 
  ijp  : 道路 ijの選択確率（-） 
  Rp  : 避難場所の選択確率（-） 
  q ′′&  : 燃焼建物から避難者に入射する熱流束（kW/m2） 
  Bq ′′&  : 人体表面から放射される熱流束（kW/m2） 
  crq ′′&  : 確実に避難を開始する限界熱流束（kW/m2） 
  Hq ′′&  : 周辺気体と人体表面の間で対流により伝達される熱流束（kW/m2） 
  Nq ′′&  : 正味の伝達熱流束（kW/m2） 
  ∞′′q&  : 周辺気体から放射される熱流束（kW/m2） 
  s  : 住民の初期位置と避難場所との直線距離（km） 
  ijs  : 道路 ijの長さ（m） 
  t  : 在住期間（103年） 
  u  : 流速（m/s） 
  v  : 流速（m/s） 
  ijv  : 道路 ijの避難者の移動速度（m/s） 
  x  : 距離（m） 
  y  : 距離（m） 
ギリシャ文字(大文字) 
  Γ  : 累積曝露量（K0.725s） 
  FΓ  : 致死量（K0.725s） 
  Θ  : 閾値（-） 
  FΦ  : 火災危険度ポテンシャル（-） 
  OΦ  : 避難ポテンシャル（-） 
  PΦ  : 心理危険度ポテンシャル（-） 
  Ψ  : 魅力度（-） 
  Ω  : 無次元風速（-） 
ギリシャ文字(小文字) 
  α  : 市街地風と地表面上に設定した座標軸とがなす角度（rad） 
  θ  : 熱気流の傾き（rad） 
  ξ  : 気流軸上の火源からの高さ（m） 
  π  : 円周率（-） 
  ijρ  : 道路 ijの人口密度（人/m2） 
  ∞ρ  : 外気の密度（kg/m3） 
  σ  : ステファン・ボルツマン定数（=5.67×10-11kW/m2K4） 
  φ  : 速度ポテンシャル（m2/s） 
  Fχ  : 熱流束をポテンシャルに変換するための係数（m2/kW） 
  Pχ  : 距離をポテンシャルに変換するための係数（1/m） 
 
 
第 3章  計算負荷の軽減を重視した市街地火災の物理的延焼モデル 
英字(大文字) 
  DA  : 開口部材の面積（m
2） 
  FA  : 可燃物の燃焼面積（m
2） 
  OA  : 開口部の面積（m
2） 
  WA  : 壁の表面積（m
2） 
  B  : 開口幅（m） 
  ∞C  : 風圧係数（-） 
  F  : 形態係数（-） 
  FH  : 円筒形輻射面の高さ（m） 
  lH  : 開口下端高さ（m） 
  uH  : 開口上端高さ（m） 
 FHΔ  : 可燃性気体の燃焼熱（kJ/kg） 
 OHΔ  : 酸素の燃焼熱（kJ/kg） 
  FL  : 噴出火炎気流軸の壁面からの離隔距離（m） 
  VL  : 水分の蒸発潜熱（kJ/kg） 
  BQ&  : 可燃物の燃焼に伴う発熱速度（kW） 
  crQ ′′  : 燃え抜け限界熱量（kJ/m2） 
  DQ&  : 開口部材への輻射失熱速度（kW） 
  EXQ&  : 検査体積の外部から入射する単位時間あたりの熱量（kW） 
 ∑ LQ&  : 検査体積からの失われる単位時間あたりの熱量（kW） 
  OQ&  : 開口を経由した輻射失熱速度（kW） 
  WQ&  : 壁への失熱速度（kW） 
  T  : 温度（K） 
  FTΔ  : 噴出火炎の気流軸上の温度上昇（K） 
  GT  : 開口部材の温度（K） 
  PT  : 可燃物の熱分解温度（K） 
  WT  : 壁の室内側の表面温度（K） 
  ∞T  : 外気温度（K） 
  ∞U  : 市街地風の風速（m/s） 
  V  : 検査体積（m3） 
  Y  : 気体中の化学種の質量分率（-） 
  NZ  : 中性帯高さ（m） 
英字(小文字) 
  Pc  : 気体の定圧比熱（=1.0kJ/kgK） 
  g  : 重力加速度（=9.8m/s2） 
  h  : 壁の対流熱伝達率（kW/m2K） 
  Wk  : 壁の熱伝導率（kW/mK） 
  m&  : 開口流量（kg/s） 
  Bm&  : 可燃物の質量減少速度（kg/s） 
  Vm ′′′&  : 単位体積あたりの水分の蒸発速度（kg/m3s） 
  p  : 圧力（Pa=N/m2） 
  0p  : 大気圧に対する地表面相対圧力（Pa） 
  q ′′&  : 入射熱流束（kW/m2） 
  Fq ′′&  : 噴出火炎から伝達される輻射熱流束（kW/m2） 
  Oq ′′&  : 火災室の高温気体から伝達される輻射熱流束（kW/m2） 
  Fr  : 円筒形輻射面の半径（m） 
  t  : 時間（s） 
  tΔ  : 時間刻み（s） 
  z  : 地表面からの鉛直方向高さ（m） 
ギリシャ文字(大文字) 
  Γ&  : 化学種の生成速度（kg/s） 
  Ψ  : 壁の欠損率（-） 
ギリシャ文字(小文字) 
  α  : 開口流量係数（-） 
  Fα  : 燃焼面積の成長係数（m2/s2） 
  π  : 円周率（-） 
  ρ  : 密度（kg/m3） 
  σ  : ステファン・ボルツマン定数（=5.67×10-11kW/m2K4） 
  φ  : 輻射熱伝達率（kW/m2K），総合熱伝達率（kW/m2K） 
 
 
第 4章  住民による消火活動を考慮した飛び火現象の確率論的予測モデル 
英字(大文字) 
  *B  : 火の粉の飛散距離を規定する無次元数（-） 
  D  : 火源の代表長さ（m） 
  OP  : 飛び火発生確率（-） 
  BQ&  : 燃焼建物の発熱速度（kW） 
  BT  : 人体の表面温度（K） 
  crT  : 確実に避難を開始する限界曝露温度（K） 
  ∞T  : 外気温度（K） 
  PTΔ  : 避難者が曝される熱気流による温度上昇（K） 
  ∞U  : 市街地風の風速（m/s） 
英字(小文字) 
  Pc  : 気体の定圧比熱（=1.0kJ/kgK） 
  Pd  : 火の粉の厚み（m） 
  g  : 重力加速度（=9.8m/s2） 
  h  : 対流熱伝達率（kW/m2K） 
  Bn  : ある燃焼建物から放出される火の粉の数（-） 
  Fn  : 燃焼領域から放出される火の粉の数（-） 
  p  : 確率（-） 
  Cp  : 可燃物の存在確率（-） 
  Dp  : 火の粉が着火の危険性を有している確率（-） 
  Ep  : 住民の避難開始確率（-） 
  Fp  : 住民による火の粉の消火確率（-） 
  Op  : 一つの火の粉による飛び火発生確率（-） 
  Rp  : 住民の滞在確率（-） 
  Sp  : 火の粉の飛来確率（-） 
  Bq ′′&  : 人体表面から放射される熱流束（kW/m2） 
  crq ′′&  : 確実に避難を開始する限界熱流束（kW/m2） 
  Fq ′′&  : 燃焼建物から避難者に入射する熱流束（kW/m2） 
  Hq ′′&  : 周辺気体と人体表面の間で対流により伝達される熱流束（kW/m2） 
  Nq ′′&  : 正味の伝達熱流束（kW/m2） 
  ∞′′q&  : 周辺気体から放射される熱流束（kW/m2） 
  t  : 時間（s） 
ギリシャ文字(小文字) 
  Pα  : 可燃物の存在確率（-） 
  Pβ  : 可燃物の存在確率（-） 
  Pγ  : 火の粉の発生に関連する係数（1/kJ） 
  μ  : 火の粉の飛散距離の平均（m） 
  Pρ  : 火の粉の比重（kg/m3） 
  ∞ρ  : 外気の密度（kg/m3） 
  σ  : 火の粉の飛散距離の標準偏差（m），ステファン・ボルツマン定数（kW/m2K4） 
  Pφ  : 火の粉の消火に関連する係数（-） 
  Pχ  : 飛び火の発生に関連する係数（1/kJ） 
 
 
第 5章  地震火災時における住民の避難先選択のモデル化 
英字(大文字) 
  F  : 累積分布関数（-） 
  P  : 確率（-） 
  RP  : 避難場所の選択確率（-） 
  S  : 避難場所の敷地面積（ha） 
英字(小文字) 
  d  : ダミー変数（-） 
  s  : 住民の初期位置と避難場所との直線距離（m） 
  t  : 在住期間（年） 
ギリシャ文字(大文字) 
  Θ  : 閾値（-） 
  Θ  : 閾値の確定項（-） 
  Θ′  : 閾値の変動成分（-） 
  Ψ  : 魅力度（-） 
  Ψ  : 魅力度の確定項（-） 
  Ψ′  : 魅力度の変動成分（-） 
ギリシャ文字(小文字) 
  α  : 閾値に関連する係数（-，1/年，または 1/m） 
 
 
第 6章  避難性状予測モデルの検証 
英字(大文字) 
  BA  : メッシュ内の燃焼面積（m
2） 
  MA  : メッシュの面積（m
2） 
  D  : 火源径（m） 
 WHΔ  : 木材の燃焼熱（kJ/kg） 
  BQ&  : メッシュの発熱速度（kW） 
  R  : 避難場所までの最短経路の集合（-） 
  TΔ  : 避難者が曝される熱気流による温度上昇（K） 
英字(小文字) 
  h  : 対流熱伝達率（kW/m2K） 
  Mh  : 火炎高さ（m） 
  l  : 道路に沿った距離（m） 
  Wm ′′&  : 木造家屋の単位建築面積あたりの質量減少速度（kg/m2s） 
  q ′′&  : 燃焼建物から避難者に入射する熱流束（kW/m2） 
  s  : 距離（m） 
  t  : 時間（s） 
  Dt  : メッシュの燃焼が成長期から盛期へ移る時間（s） 
  Ft  : メッシュの燃焼が終了する時間（s） 
  0t  : メッシュの燃焼開始時間（s） 
ギリシャ文字(大文字) 
  OΦ  : 避難ポテンシャル（-） 
ギリシャ文字(小文字) 
  α  : 燃焼面積の成長率（m2/s） 
  π  : 円周率（-） 
  Fχ  : 熱流束をポテンシャルに変換するための係数（m2/kW） 
  Pχ  : 距離をポテンシャルに変換するための係数（1/m） 
第 7章  避難シミュレーションを用いた避難安全対策の有効性評価 
英字(小文字) 
  Bn  : 建物棟数（-） 
  Hn  : 世帯数（-） 
  On  : 出火件数（-） 
  Cp  : 倒壊率（-） 
  Op  : 出火率（-） 
  Et  : 避難開始時間（s） 
  Ft  : 火災からの影響を受けて避難を開始する時間（s） 
  It  : 避難勧告・指示を受けて避難を開始する時間（s） 
ギリシャ文字(小文字) 























































(1)  建物の難燃化･緩燃化 
(2)  火災の区画化 
(3)  消防・消火設備 
(4)  広域避難場所の配置 
















































































































xxtt ρ  (1-2) 
ここに， 0x は避難者の避難場所からの経路に沿った距離， Fx は延焼火災によって遮断され



































6  第 1 章  序論 
 sep ⋅−= ρ  (1-4) 


















































図 1-4 は本モデルの概念を示したものである．ここでは，避難性状を支配する要因に， 
(1)  燃焼建物からの輻射と熱気流 





(A)  火災危険度ポテンシャル評価モデル 
(B)  心理危険度ポテンシャル評価モデル 






















































































第 2章 ポテンシャルの概念に基づく避難性状予測モデル 
 1.2.2 項を参照 























第 4章 住民による消火活動を考慮した飛び火現象の確率論的予測モデル 






























































第 6章 避難性状予測モデルの検証 









12  第 1 章  序論 
不能者の発生数やその発生箇所といった点から，調査報告との比較を行っている． 
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(1)  燃焼建物からの輻射と熱気流 



























(A)  火災危険度ポテンシャル評価モデル 
(B)  心理危険度ポテンシャル評価モデル 












PFO Φ+Φ=Φ  (2-1) 






























 ( )ThqFF Δ⋅+′′⋅=Φ &χ  (2-2) 
ただし，q ′′& は燃焼建物から避難者に入射する輻射熱流束， TΔ は避難者が曝される熱気流に


































& =′′  (2-3) 
ただし，Q& は輻射源が保有する単位時間当たりの熱量， 3.0 は輻射源の保有熱量のうち放射



































































































rT β  (2-5) 

































ρ  (2-7) 
ここに， ∞U は市街地風速，Q′& は熱源の単位長さあたりの発熱速度，gは重力加速度， ∞ρ は










ろした垂線の足の位置ベクトルを P とする（図 2-4）．このとき，原点Oから P までの距離
が気流軸上高さξ に， P からQ までの距離が気流軸からの距離 r に相当する． 




















T  (2-8) 
このとき，避難者から気流軸におろした垂線の足の位置ベクトル P は， 
 TP ξ=  (2-9) 
ここで，気流軸の単位方向ベクトルT と P からQ に至るベクトル PQ は直交するため，次
の関係が成り立つ． 
 0)()( =⋅−=⋅− TTQTPQ ξ  (2-10) 





























++=⋅= zyx qqqTQ  (2-11) 
ただし，避難者の位置ベクトルQ の座標成分を ),,( zyx qqq とした． 
一方，気流軸と避難者の距離 r は次のように表わされる． 
 22 2 PPQQPQ +⋅−=−=r  (2-12) 
これに式（2-9，2-11）を代入すると，気流軸と避難者の距離 r が次のように書き換えられ
る． 















iTT  (2-14) 


















22  第 2 章  ポテンシャルの概念に基づく避難性状予測モデル 
2.3.1 支配方程式の導出 

















































Φ∂≈ΔΦ  (2-18) 
本モデルでは，変化量ΔΦを避難者が距離 dlを移動することによって感じる心理的な安全
性， )( dlPχ=ΔΦ− を心理的な危険性と定義することにする．ポテンシャルの値がΦの地点に
いる避難者が避難場所へ移動するにあたっては，そこへ移動することで感じる心理的な危
険性が最小になるような経路群を選好するものと仮定すると，避難場所におけるポテンシ





iP lχ0  (2-19) 
ここに，iは道路の識別記号，lは道路の長さ，Rは避難場所までの∑ il を最小にする道路群
の集合である．このとき，ポテンシャル 0Φ の値が避難場所によらず 0 と仮定すると，心理





iPP lχ  (2-20) 











避難場所 jを避難先の候補として考える確率 Rp を次のように表わす（図 2-6）． 
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ここでの魅力度 jΨ は，避難先の決定構造を数学的に取り扱うための便宜的な概念であり，
個々の避難場所 jが固有の値を持つ．式（2-21）は，魅力度 jΨ の値が大きいほど，または
閾値 ijΘ が小さいほど，ある避難場所が避難先の候補として考えられる可能性が高くなる関
係を表わしている．このうち，魅力度 jΨ については，京都市によって指定されている広域
避難場所についてのみ，第 5 章で推定した値が利用可能である（表 5-4 参照）．一方の閾値 ijΘ
は，同じく第 5 章で導いた次の関係から予測できる． 









































































&  (2-23) 




民へ伝達される正味の熱流束 Nq ′′& は次のように表わされる（図 2-8）． 
 


































































ここに， ∞′′q& は周辺気体から人体表面へ入射する輻射熱流束， Hq ′′& は周辺気体と人体表面の間














































































































g ,, Φ−Φ=  (2-27) 
ただし， ijs は道路 ij の長さである． 














 ( )0>ikg  (2-28) 


















( )0=m  (2-29) 













 ( )∫ −Δ+=Γ ∞
t
n
cr dtTTT  (2-30) 
ただし， crT は生理的影響の発生する限界曝露温度， nは定数である．このとき，高温気体
の累積曝露による避難不能の条件は，次のように表わされる． 
 
FΓ>Γ  (2-31) 
ただし， FΓ は致死量である．ここでは，生理的影響の発生する限界曝露温度 crT を東京消防
庁[13]による高温気体の曝露下における消防職員の耐容限界に関する実験結果（表 2-1）か
ら， 
 )K(313　=crT  (2-32) 





2.4  避難者の行動モデル  29 
 725.0=n ， 0.10808=ΓF   ( )971.02 =R  (2-33) 
ここに， 2R は決定係数である． 
 
50 55 60 65
70 24分20秒 13分30秒 3分00秒 26秒
80 17分43秒 6分06秒 31秒 9秒






































曝露温度の限界温度からの増分 T∞+ΔT-Tcr (K)  






(A)  火災危険度ポテンシャル評価モデル 
(B)  心理危険度ポテンシャル評価モデル 
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(A)  建物内部の火災現象 










∂+=+ )()1(  (3-1) 
∞U
























3.1  はじめに  35 
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 0)(, ≈−−∑
j








ijLPiBpiEXiB TmcTmcQTmcQQ &&&&&&  (3-3) 
 0)( ,,, ≈−−Γ ∑
j
jXjiiXijiX YmYm &&&  (3-4) 
また，気体の状態方程式は， 
 353≈iiTρ  (3-5) 
ただし，iは検査体積の識別記号，jは検査体積に隣接する空間の識別記号，ρ は気体密度，
pc は気体の定圧比熱，Tは気体温度， PT は可燃物の熱分解温度， Bm& は可燃物の質量減少速
度，m& は開口流量，ijは空間 iから空間 jへの開口を経由した流れの方向， BQ& は可燃物の
燃焼に伴う発熱速度， EXQ& は検査体積の外部から入射する単位時間あたりの熱量，∑ LQ& は









































































ここに，σ はステファンボルツマン定数， hは壁の対流熱伝達率， WT は壁の室内側の表面













∂ &ρ  (3-8) 
ここに， WWW ck ,,ρ はそれぞれ壁の熱伝導率，密度，比熱， Vm ′′′& は単位体積あたりの水分の蒸






































 ))()(( )1()()1( )(
2244 XTXTXTXT NNN N −++≈− ++  (3-10) 











































































































































&&  (3-15) 



























































&  (3-17) 
ここに， Om ′′& は可燃物の単位表面積あたりの酸素流入速度， FA は可燃物の燃焼面積である． 
式（3-16，3-17）を用いて質量減少速度 Bm& を計算するには，可燃物の燃焼面積 FA を予測
する必要がある．建物が燃焼する際の可燃物は，家具や衣類といった部屋の使用に伴って
持ち込まれる収納可燃物 )( L= と，建物の構造材といった固定可燃物 )( M= に分類される．
このうち，収納可燃物の燃焼面積は，可燃物の上方に形成される火炎や室内の高温気体か
らの加熱によって次第に拡大していく．このときの発熱速度は，時間の二乗に比例して増
加することが経験的に知られており，これを収納可燃物の燃焼面積 LFA , が時間の二乗に比
例して増加すると読み換えると（図 3-4）， 

































40                      第 3 章  計算負荷の軽減を重視した市街地火災の物理的延焼モデル 
ここに， Fα は燃焼面積の成長係数， igt は着火時間， Lw は収納可燃物密度， floorA は室の床
面積である．ただし，式（3-18）の右辺第二項は，火災が部屋全体に拡大した時に加熱を受
ける収納可燃物の面積である[13]．一方，固定可燃物の燃焼面積 MFA , については，参考とな
る調査結果が少なく合理的なモデル化が難しい．そこで，収納可燃物と同様に時間の二乗
に比例して増加するものと仮定した（図 3-4）． 
 [ ]TigFMF AttA )(,)(min 02, Ψ+Ψ−= 　α  (3-19) 
ここに， TA は室の表面積， 0Ψ は固定可燃物の元々の露出部分の比率，Ψ は壁が燃え抜け
ることで増加する露出部分の比率である．ただし，式（3-19）の右辺第二項は，火災が部屋
全体に拡大した時に加熱を受ける固定可燃物の面積であり，内装材など出火前からの露出






慮し，可燃物の燃焼に伴う発熱速度 BQ& を次のように表わす． 
 ),min( BFOOB mHmHQ &&& ΔΔ=  (3-20) 




したものである．隣接する空間 ji, の間には圧力が等しくなる高さ（中性帯高さ NZ ）が存在





Nuiij ZHgBm −Δ= ρρα&    23)(23
2
lNjji HZgBm −Δ= ρρα&  (3-21) 
ここに，α は開口流量係数， Bは開口幅， gは重力加速度， uH は開口上端高さ， lH は開
口下端高さ， ( )ji ρρρ −=Δ は隣接する空間の気体密度差の絶対値である．なお，中性帯高さ






3.2  建物内部の準定常火災モデル  41 
中性帯高さ NZ を求めるためには各空間の圧力分布を把握する必要があるが，外気空間と
室内空間をつなぐ開口部での流れを考える場合には，市街地風による風圧を考慮する必要




∞∞ ⋅+−= UCgzpp ρρ  (3-22) 
ただし， ∞C は風圧係数， ∞U は市街地風の風速である．風圧係数 ∞C は建物壁面に対する気
流の入射角に依存することが知られており，この計算には既往の風洞実験結果[15]を用いる．















= ∞∞  (3-23) 
なお，基準圧力 0p を求めるには，式（3-2）の質量収支式を基準圧力 0p の関数と見立て，条
件式 F として使用する． 
 [ ] 0),,,(),,,( 2121, =−−= ∑
j
NjiNijiBi pppmpppmmF L&L&&  (3-24) 
ただし，圧力 pの下付きの添え字は建物内にある検査体積の識別番号を表わす．条件式 F は
建物内にある検査体積の数 N だけ存在することから，式（3-24）を次のように連立し，ニ







































∞∞ ⋅+−= UCgzpp jjjj ρρ
ip ,0 jp ,0  












 444 2 GTTT σσσ =+ ∞  (3-26) 
ただし， GT は開口部材の温度である．このとき，開口部材への失熱速度 DQ& は，式（3-26）
を整理して次のように表わされる． 




, )(5.0)( ∞−=−= σσ&  (3-27) 
火災加熱を受けるガラス窓では亀裂による脱落が生じ，新たな開口が生まれることが多









−=Δ  (3-28) 
ただし， 0,DA は開口部材の元々の面積である．なお，開口部材の脱落に伴って開口部の面





















の累積熱量が限界値 crQ ′′ を超えた段階で燃え抜けが始まるものと仮定する．このとき，壁の





&  (3-29) 
ここに， Wq ′′& は壁へ入射する熱流束である．ただし，燃え抜けの始まる限界値 crQ ′′ は，建築部
材の耐火試験における性能担保時間の概念を利用し，次のように表す． 




standard&  (3-30) 
ただし， standardq ′′& は耐火試験時の部材への入射熱流束(ISO834 標準加熱を加えた際に部材へ入
射する熱流束)， crt は耐火試験において部材の燃え抜けが確認された時間である．なお，式
（3-30）は次のように近似できる[16]． 





min 293460σ  (3-31) 
ここに， mint は加熱時間（分）である． 
燃え抜けによる壁の欠損範囲を求めるにあたっては，入射する熱流束 Wq ′′& に応じて壁の密
度 Wρ が減少するものとみなし，燃え抜け前の開口部がその密度変化に比例して拡大してい









∂ &ρ  (3-32) 
ただし， Wd は壁の厚み， WL は燃え抜けの速度を表わす比例係数（燃え抜け潜熱）である．









ρρ  (3-33) 


























ATq OO =′′&  (3-34) 






























束 Fq ′′& は次のように表される． 
 VFVFF FTTFTq ⋅Δ+=⋅=′′ ∞ 44 )(σσ&  (3-35) 
ただし， FT は輻射面の代表温度， VF は受熱面上の微小面積要素に対する輻射面の形態係数，
FTΔ は開口噴出熱気流の火炎領域における気流軸上温度上昇である． 
外気風圧の影響などにより火災室内への強制的な給気が存在する場合，噴出熱気流の火





TF  (3-36) 














ただし， FQ& は開口噴出火炎が保有する単位時間あたりの熱量であり，次式で表わす． 
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 開口噴出火炎の形態係数 VF を算出するには，図 3-9 に示すような，円筒の重心Cと隣接
する開口部の重心が高さ方向にずれる場合を考える．ここで，円筒V を円筒 1 と円筒 2 に
分ければ，受熱面上の微小面積要素から見た円筒の形態係数 VF は次のように表わされる． 
 21 FFFV +=  (3-39) 
ここに， 21,FF はそれぞれ受熱面上の微小面積要素から見た円筒 1，2 の形態係数である．
円筒 1 の底面の中心点D（もしくは円筒 2 の上面の中心点D）は，微小面の垂線上に位置










 Zx ee FF HLOC 5.0+=  (3-41) 
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面の高さ， xe は壁面の外向き法線ベクトル， Ze は鉛直上向きの単位ベクトルである．この












LF  (3-42) 




























10m×10m の正方形，階高が 3m の二階建てとし，一階で出火が起こるものとした．開口部
は各壁面に幅 4.0m，高さ 1.5m のものが一箇所ずつ存在するものとし，上下階をつなぐ竪穴
の大きさは 3.0m2 とした．なお，建物構造の燃焼特性は表 3-1 のように設定した[20]． 
表 3-2 は，計算に関するその他の条件を示したものである．ここでは，市街地風による影
響を考えないものとした．本モデルによる計算の時間刻み tΔ は 0.2，30.0，60.0sec の三通り，
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図 3-10  設定した建物条件 

















表 3-2  計算条件 
本モデル オイラー法
0.2, 30.0, 60.0 (sec) 0.2 (sec)
燃焼面積の成長係数 αF 1.0×10-3 (kW/mK)
酸素の単位量消費あたりの発熱量 ΔHO 13,100 (kJ/kg)
可燃物の熱分解温度 TP 573 (K)
可燃性気体の単位量消費あたりの発熱量 ΔHF
開口部材の軟化が始まる温度 Tl 373 (K)
自由空間での燃焼における可燃物の酸素流入速度 mO,∞ 0.01374 (kg/m2s)
17,300 (kJ/kg)



































































































































































































































Euler(0.2s), Model(0.2s, 30.0s, 60.0s)
 
(c-1)  可燃性ガスの質量分率(1 階)         (c-2)  可燃性ガスの質量分率(2 階) 













1976 年 10 月 29 日の夕刻に，酒田市内の繁華街の一映画館から出火した火災は，折から
の雨まじりの強風にあおられて，市街地の広範な領域を延焼する市街地大火へと拡大した．
酒田市大火では，強風に吹き倒された火災気流や飛び火による延焼が著しく，出火から翌
早朝の鎮火までのおよそ 12 時間で，22.5ha の区域と 1,774 棟の建物が焼き尽くされた．被




図 3-12  酒田市の全景 
表 3-3  酒田市大火の概要 
出火日時 1976/10/29 17:40 頃
鎮火日時 1976/10/30  5:00 頃
出火場所 山形県酒田市中町2-5-33 グリーンハウス(映画館)
出火時の気象状況 天候:にわか雨, 風向:西南西, 風速:12.2m/s気温:8.5℃, 相対湿度:73%
焼失面積 焼失区域面積:22.5ha (焼失建物面積:15.2ha)
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囲ってある．火災は出火建物を起点にして東南東の方角に拡大し，800m 程離れた新井田川
（幅約 50m）に及んだ後，焼け止まった．表 3-3 はこのような酒田市大火の概要を整理した
ものである[21]． 
火災当時の気象状況は，被災地域に近い酒田測候所の観測結果[22]によると，出火から鎮





表 3-4 に計算を行うにあたって設定した条件を示す．本モデルの計算時間刻みは 3.4 項に




























表 3-4  計算条件 
本モデル 既往モデル




































表 3-5  設定した熱物性値 
非堅牢 堅牢
30 (kg/m2) 30 (kg/m2)
60 (kg/m2) 0 (kg/m2)
0.2 0
厚み 12 (mm) 18 (mm)
熱伝導率 0.15×10-3 (kW/mK) 1.51×10-3 (kW/mK)
輻射吸収率 1 1
対流熱伝達率 0.01 (kW/m2k) 0.01 (kW/m2k)
比重 500 (kg/m3) 2200 (kg/m3)
比熱 1.8 (kJ/kgK) 0.9 (kJ/kgK)
燃え抜け時間 30 (min) 燃え抜けなし
































0～1 (K) 1～5 (K)
5～10  (K) 10～20 (K)
40～ (K)
出火点
20～40 (K)  
(a)  出火から 3 時間後 
smU /3.12 　=∞
焼失建物 燃焼建物
0～1 (K) 1～5 (K)
5～10  (K) 10～20 (K)
40～ (K)
出火点
20～40 (K)  
(b)  出火から 4 時間後 
smU /8.10 　=∞
焼失建物 燃焼建物
0～1 (K) 1～5 (K)
5～10  (K) 10～20 (K)
40～ (K)
出火点
20～40 (K)  
(c)  出火から 5 時間後 
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N
0 100 150 200m50
 
(a)  聞き取り調査[21] 
N
0 100 150 200m50
1:30
 
(b)  本モデル 
N




(c)  既往モデル 


















時刻は，調査報告の 10/30 5:00 頃に対し，本モデルで 10/30 4:35，既往モデルで 10/30 4:10
と計算された．一方，最終的に焼失した建物数は，調査報告の 1,774 棟に対し，本モデルで





確保された領域のサイズよりも小さい可能性がある．なお，本計算には，Intel Core 2 Duo 
Processor E6600（動作周波数 2.4GHz），メモリー1,024MB のパーソナルコンピューターを使






た場合の情報領域のサイズは約 11MB と推計され，既往モデルのおよそ 15%に削減できた
ことが分かる． 
 
表 3-6  計算速度と情報量の比較 
本モデル 既往モデル
計算時間刻み 30.0 sec 0.2 sec
焼失建物数/計算対象建物数 1,973/2,158 1,959/2,158
出火から鎮火までの時間 10 hrs 55 min 10 hrs 30 min
時間ステップの合計 1,310 189,000
計算に要した時間 8 sec 1,080 sec
1ステップ計算の平均時間 0.0061 sec 0.0057 sec














(A)  建物内部の火災現象 
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ば樋本ら[1]は，飛び火による延焼確率 bp が火の粉の飛散確率 ep に比例するものとみなし，
モデル中に含まれるパラメータ（定数α ）を浜田式[13]から導かれる延焼速度と比較するこ
とで推定している． 









































火の粉によってある建物 jで延焼が起こる確率 jOP , （以降では，飛び火発生確率と呼ぶ）を
定義する．飛び火による延焼の発生を評価するには，時間 tΔ を進めるごとに， 
1. 燃焼領域の風下側に位置する個々の建物 jについて飛び火発生確率 jOP , を計算する 




飛び火発生確率 jOP , を定義するにあたっては，まず，燃焼建物から放出される一つの火の
粉 iによって，ある風下側建物 jへ延焼が起こる確率 ijOp , を考える．その後，燃焼領域から




(A)  燃焼建物からの火の粉の放出 
(B)  風下側建物への火の粉の飛散 
(C)  火の粉の落下位置における可燃物の状況 
(D)  火の粉の持つ潜在的な危険性 
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る．このことから，一つの火の粉によって延焼が発生する確率 ijOp , は次のように表わされる． 
 )1( ,,,,, ijFijDijCijSijO ppppp −⋅⋅⋅=  (4-2) 
ここに， ijSp , は火の粉が建物に飛来する確率， ijCp , は火の粉の落下位置に可燃物が存在する
確率， ijDp , は火の粉が可燃物の着火を引き起こす危険性を潜在的に有している確率， ijFp , は
火の粉が周辺住民によって消火される確率である．ただし現時点では，落下位置での可燃
物の状況や火の粉の持つ潜在的な危険性に関する知見が乏しく，合理的なモデル化を行う
ことは難しい．このため本モデルでは，可燃物の存在確率 ijCp , ，および，火の粉が着火の危
険性を有している確率 ijDp , は一定値をとるものとみなす． 
 PijCp α=, ,  PijDp β=,  (4-3) 
ただし， PP βα , は定数である． 
燃焼領域の火災建物群から放出される火の粉の数を Fn 個とすると，これらの火の粉によ








,, 11  (4-4) 
ここで，ある燃焼建物 kから放出される火の粉の数を kBn , 個，燃焼建物の数をm棟とすると，
式（4-4）は次のように書き直される． 




















1111  (4-5) 
ただし，燃焼建物から放出される個々の火の粉の延焼発生確率 ijOp , は一様であるものとみな
した．このとき，一つの火の粉によって延焼が発生する確率 ijOp , が 
 1, <<ijOp  (4-6) 
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4.2.2 火の粉の発生量 
ある時間 tΔ の間に燃焼建物から発生する火の粉の個数 kBn , は，燃焼が激しい程発生量も




kBPkB dtQn ,, &γ  (4-8) 
ここに， tは時間， Pγ は比例定数である．ただし，ここでの比例定数 Pγ は一つの火の粉の
発生に必要な発熱量の逆数に相当する． 
4.2.3 火の粉の飛来確率 
燃焼建物から放出された火の粉がある建物に飛来する確率 ijSp , は，燃焼建物を原点O′と
して風向方向に x軸，風向と直角な方向に y軸をとった二次元座標系を考え，次式で表す． 
 ∫∫ ⋅= dxdyppp YSXSijS ,,,  (4-9) 
ここに， XSp , は火の粉が風向（ x軸）方向へ距離 X を飛散する確率， YSp , は風向と直角な
（ y軸）方向へ距離Yを飛散する確率， ∫∫dxdy は風下側建物平面における面積分である．
火の粉の飛散確率 YSXS pp ,, , を予測するにあたっては，風向（ x軸）方向への飛散確率 XSp , を























































Yp σσπ      )( ∞<<−∞ Y  (4-11) 
































































ρ &  (4-13) 
ただし， ∞U は市街地風速， gは重力加速度， pρ は火の粉の比重， ∞ρ は外気密度， pd は火
の粉の厚み， pc は定圧比熱， ∞T は外気温である．なお，式（4-12）に示した XX σμ , を式（4-10）
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 RPijF pp ⋅= φ,  (4-15) 





 ER pp −=1  (4-16) 
ただし， Ep は火災からの影響によって住民が避難を開始する確率である．本モデルでは，
避難の開始を左右する火災からの影響として，（1）人体表面への熱伝達と，（2）高温ガス


















&  (4-17) 
ただし， Nq ′′& は住民へ伝達される正味の熱流束， crq ′′& は住民が確実に避難を開始する熱流束，
PTΔ は熱気流による温度上昇， crT は住民が確実に避難を開始する曝露温度である．式（4-17） 
は，火災からの影響が増加するにつれて避難を開始する可能性も増加し，最終的に許容可
能な限界値を超えた場合には，確実に避難を開始する関係を表わしている．なお，周辺住
民へ伝達される正味の熱流束 Nq ′′& は，次式で表わされる（図 4-5）． 



































































ここに， Fq ′′& は燃焼建物から人体表面へ入射する輻射熱流束， ∞′′q& は周辺気体から人体表面へ
入射する輻射熱流束， Hq ′′& は周辺気体と人体表面の間で対流により伝達される熱流束， Bq ′′& は
人体表面から放射される輻射熱流束，σ はステファンボルツマン定数， hは人体表面の対









































が，式（4-7）で表わされる飛び火発生確率 jOP , を詳細に記せば次のようになる． 












,,,, 111 &φγβα  (4-20) 
ここでは，式（4-20）の定数項 PPP γβα を定数 Pχ と置き直し，これを試行錯誤的に決定した
三通りの値 0.0，0.5×10-9，1.0×10-9として計算を行う．なお，定数 Pχ が 0.0 の場合は，飛び
火が発生しない条件に相当する．一方，定数 Pφ については，大火後のアンケート調査[15]
によって，回答世帯の約 70%が注水や火の粉をはらうといった消火活動を行ったことが報
告されている．そこで，定数 Pφ はこの値に等しいものとみなし 0.7 と設定した．また，住
民の滞在確率 Rp の計算に必要なパラメータのうち，住民が避難を開始する限界熱流束 crq ′′& は




類し，それぞれの建物構造の燃焼特性は表 4-2 のように設定した[19]．外壁面に付随する開 
 
表 4-1  計算条件 
(A) (B) (C)
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図 4-6  計算領域 
表 4-2  設定した熱物性値 
非堅牢 堅牢
30 (kg/m2) 30 (kg/m2)
60 (kg/m2) 0 (kg/m2)
0.2 0
厚み 12 (mm) 18 (mm)
熱伝導率 0.15×10-3 (kW/mK) 1.51×10-3 (kW/mK)
輻射吸収率 1 1
対流熱伝達率 0.01 (kW/m2k) 0.01 (kW/m2k)
比重 500 (kg/m3) 2200 (kg/m3)
比熱 1.8 (kJ/kgK) 0.9 (kJ/kgK)
燃え抜け時間 30 (min) 燃え抜けなし
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4.3.2 計算結果とその考察 
(1) 飛び火発生確率の空間分布 
9105.0 −×=Pχ の場合に計算された出火から 3 時間後と 6 時間後の延焼火災の一例を示し
たものが図 4-7 である．ここでは，出火点となった建物を矢印，焼失した建物を黒色，燃焼
中の建物を赤色で示してあり，飛び火の発生地点と時刻を付記してある．また，風下側建









の値は最大で 10-5（1/m2）程度と計算された．図 4-7.（a）の出火から 3 時間が経過した時点
では，燃焼領域が風横方向に大きく広がったため，飛び火発生確率の分布も帯状を保ちな










となる例を示してある．なお，酒田市大火では 17 件の飛び火が報告されているが，図 4-8.
（a）に示す聞き取り調査の結果には，発生地点と時刻，および火の粉の消火の可否が全て
明らかになっている 6 件のみを示した． 
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3時間後 (10/29  20:40)






■ ～1.0×10-8  (1/m2)
■ ～1.0×10-7  (1/m2)
■ ～1.0×10-6  (1/m2)




(a)  出火から 3 時間後 
6時間後 (10/29  23:40)













■ ～1.0×10-8  (1/m2)
■ ～1.0×10-7  (1/m2)
■ ～1.0×10-6  (1/m2)




(b)  出火から 6 時間後 
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N
0 100 150 200m50
 
(a)  聞き取り調査[14] 
N
0 100 150 200m50
23:00
 
(b)  χP =0.0 
N
0 100 150 200m50
 
(c)  χP =0.5×10-9 
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22 件であり，その発生地点は燃焼領域の風下側に分布している．火災が発生した日の 19 時































飛び火の発生数の最終的な平均値は， 0.0=Pχ の場合（飛び火が発生しない場合）で 0 件，
9105.0 −×=Pχ の場合で 21.5 件， 9100.1 −×=Pχ の場合で 38.2 件と計算され，定数 Pχ が大きく
なるほど飛び火の発生数も増加する結果となった．なお，被災調査によって報告されてい
る飛び火の発生数は 17 件であり， 9105.0 −×=Pχ の場合に最も良く一致した．一方，火災前
線が判定線（B）を初めて通過した時間の最終的な平均値は，定数 0.0=Pχ の場合（飛び火
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分後， 9100.1 −×=Pχ の場合で出火から 4 時間 05 分後と計算され，飛び火の発生数が大きく
なるほど火災前線の通過時間が早まる結果となった．なお，調査報告から推定される大火
時の通過時間は，出火から約 4 時間 20 分後である． 
図 4-10 は， 9105.0 −×=Pχ , 9100.1 −× のそれぞれの場合に計算された飛び火の発生数の相対
度数分布を示したものである．これによると， 9105.0 −×=Pχ の場合は 20～25 を峰として，
9100.1 −×=Pχ の場合は 35～40 を峰として，それぞれの周辺には左側に偏った分布が形成さ
れている．調査報告の値は， 9100.1 −×=Pχ の分布の外側にあるものの， 9105.0 −×=Pχ の分
布の範囲内に収まり，その位置は峰の左側にあることが分かる．このことから，本モデル
は飛び火の発生数を調査報告による値と比較して，幾分多めに予測する傾向にあるものと






































試行 (-)  








































試行 (-)  
(b)  判定線 B の通過時間 
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件と推定された（表 4-3）． 




概ね左右対称の分布となった． 9105.0 −×=Pχ の計算結果を見ると，分布の範囲は判定線（A）
で 0～4.5h（標準偏差 0.8h），判定線（B）で 1.5～7h（標準偏差 0.97h），判定線（C）で 3～
10h（標準偏差 1.13h）と，判定線の位置が出火点から遠ざかるほど通過時間は大きくばら
つく結果となった（表 4-3）．なお，大火時の火災前線がそれぞれの判定線を通過した時間




















































(a)  判定線 A の通過時間 

























































(c)  判定線 C の通過時間 
図 4-11  火災前線の通過時間（相対度数分布） 
表 4-3  比較指標の平均と標準偏差 
比較指標
定数χP 0.5×10-9 1.0×10-9 0.5×10-9 1.0×10-9 0.5×10-9 1.0×10-9 0.5×10-9 1.0×10-9
平均 21.5 38.2 2.85 2.37 4.85 4.08 6.87 5.82
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4.4 まとめ 
本章では，第 3 章の延焼モデル開発で考慮できなかった火の粉による延焼の発生につい
て，確率論的なモデルを採用し飛び火発生確率 jOP , の定式化を行った．まず，燃焼建物から
放出される一つの火の粉 iによって，ある風下側建物 jへ延焼が起こる確率 ijOp , を考えた後，
燃焼領域から発生する複数の火の粉の影響下での延焼確率を考えることで，飛び火発生確
率 jOP , へと拡張した． 
ここでは，一つの火の粉に着目した場合の飛び火シナリオを， 
(A)  燃焼建物からの火の粉の放出 
(B)  風下側建物への火の粉の飛散 
(C)  火の粉の落下位置における可燃物の状況 
(D)  火の粉の持つ潜在的な危険性 












,,,,,, )1(11  (4-22) 
このうち，火の粉の発生数 kBn , は燃焼建物 kの発熱速度の累積値に比例するものとし，火の
粉が飛来する確率 ijSp , は風向方向を対数正規分布，風向に直角な方向を正規分布で近似した
飛散確率の積で表わされるものと考えた．また，可燃物の存在確率 ijCp , および火の粉が着火
の危険性を有している確率 ijDp , は，これらに関する知見が乏しいことから一定値をとるもの
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表 5-1  京都市の広域避難場所の一覧[6] 





1 京都ゴルフ場舟山コース(西賀茂) その他 40.0 39.0 195,000
2 大宮交通公園 公園 2.0 1.2 6,000
3 金閣寺境内 歴史的空間 17.5 1.0 5,000
4 立命館大学衣笠グラウンド 学校 10.0 1.8 9,000
5 洛星高校グラウンド 学校 1.5 1.5 7,500
6 京都ゴルフ場上賀茂コース その他 55.6 39.0 195,000
7 上京区 京都御苑 歴史的空間 87.0 34.7 173,500
8 府立植物園・府立大学グラウンド その他 31.2 28.0 140,000
9 宝が池公園 公園 30.0 14.0 70,000
10 京都大学北部構内農学部グラウンド 学校 11.8 4.3 21,500
11 岡崎公園 公園 4.5 4.5 22,500
12 宝が池公園スポーツ広場 公園 7.0 5.6 28,200
13 二条城 歴史的空間 21.8 7.0 35,000
14 島津製作所三条工場北グラウンド その他 20.5 2.8 13,750
15 東山区 日吉ヶ丘高校グラウンド・月輪中学校グラウンド・泉涌寺境内 学校 12.5 4.7 23,500
16 下京区 梅小路公園 公園 22.7 10.0 50,000
17 殿田公園・陶化中学校グラウンド 公園 3.5 1.7 8,250
18 上鳥羽公園(グラウンド) 公園 1.7 1.7 8,500
19 吉祥院公園(グラウンド)・桂川左岸久世橋上流 公園 9.9 7.8 39,000
20 塔南高校グラウンド 学校 1.4 1.0 5,000
21 陸上自衛隊桂駐とん地 その他 37.4 1.0 5,000
22 久世橋西詰公園 公園 3.1 3.1 15,500
23 仁和寺境内 歴史的空間 14.0 1.3 6,500
24 西京極総合運動公園 公園 15.0 7.2 36,000
25 西院公園・デルタ自動車四条教習所 公園 2.6 2.3 11,250
26 広沢の池付近・仏教大学グラウンド・堀川高校グラウンド 学校 18.0 18.0 90,000
27 京都警察学校グラウンド・龍谷大学構内 学校 12.4 3.0 15,000
28 京都教育大学附属高校・消防学校グラウンド 学校 11.3 5.4 27,000
29 京都教育大学構内 学校 11.0 5.3 26,250
30 桃山御陵・伏見桃山城運動公園 その他 76.0 21.7 108,500
31 伏見公園(グラウンド) 公園 2.0 1.9 9,500
32 下鳥羽公園 公園 2.0 1.9 9,500
33 三栖公園 公園 2.2 2.2 11,000
34 小栗栖中学校グラウンド・小栗栖小学校グラウンド 学校 3.5 1.3 6,400
35 栗陵中学校グラウンド・池田小学校グラウンド 学校 3.2 1.1 5,600
36 春日丘中学校グラウンド・日野小学校グラウンド 学校 3.2 1.3 6,250
37 日野野外活動施設 その他 1.6 1.6 7,850
38 向島南小学校グラウンド・宇治川公園 学校 8.7 5.6 27,950
39 向島中学校グラウンド・向島二の丸小学校グラウンド　 学校 7.0 2.1 10,450
40 向島藤の木小学校グラウンド・向島東公園 学校 5.0 4.9 24,350
41 伏見北堀公園 公園 5.4 3.7 18,650
42 羽束師運動広場 公園 10.4 2.8 13,850
43 京都府警察自動車運転免許試験場 その他 8.9 5.5 27,550
44 横大路運動公園 公園 13.0 12.8 64,000
45 京都競馬場(駐車場) その他 18.0 12.1 60,500







47 山科中央公園・安祥寺中学校グラウンド・山階小学校グラウンド 公園 4.0 2.0 10,050
48 東山中・高等学校グラウンド 学校 3.0 1.3 6,650
49 東野公園・山科中学校グラウンド 公園 6.3 3.9 19,400
50 洛東自動車教習所 その他 1.7 1.6 8,100
51 龍谷大学グラウンド 学校 6.0 5.4 26,800
52 勧修寺公園・勧修中学校グラウンド 公園 4.4 3.8 19,000
53 桂高等学校グラウンド 学校 5.4 1.8 9,000
54 桂川中学校グラウンド・川岡東小学校グラウンド・牛ヶ瀬公園 学校 4.8 2.4 11,950
55 小畑川中央公園 公園 9.0 9.0 44,850
56 境谷小学校グラウンド・洛西中学校グラウンド・境谷公園 学校 6.0 2.6 13,000
57 竹の里小学校グラウンド・大蛇ヶ池公園 学校 7.3 2.2 11,150
58 桂坂小学校グラウンド・大枝中学校グラウンド・国際日本文化研究センター 学校 5.9 5.8 29,000
59 市立芸術大学 学校 7.2 3.4 17,100
60 ― 賀茂川右岸(御薗橋より上流) 河川 2.3 2.3 11,250
61 ― 賀茂川右岸(上賀茂橋～葵橋) 河川 5.6 4.0 20,000
62 ― 鴨川右岸(賀茂大橋～丸太町橋) 河川 3.1 3.1 15,500
63 ― 鴨川左岸(賀茂大橋～丸太町橋) 河川 3.2 2.7 13,500
64 ― 円山公園(将軍塚周域) 公園 13.0 7.9 39,300
65 ― 桂川左岸(桂大橋～東海道線) 河川 8.0 8.0 40,000
66 ― 桂川左岸(松尾橋～上野橋) 河川 7.0 6.3 31,500
67 ― 桂川右岸(嵐山公園～松尾橋～上野橋) 河川 15.5 13.7 68,500
山科区
西京区
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してヒアリング調査に回答した被験者は 2,939 人であり，そのうち住民の被験者は 2,267 人
であった．図 5-2 は，ヒアリング調査に回答した京都市住民の性別・年齢別の内訳を示した
ものである．図から，66 歳以上の高齢者の回答が多いことが分かる．なお，各調査地点で




表 5-2  調査の概要 
年齢 男性 女性 合計
18～25 198 201 399
26～35 159 172 331
36～45 133 164 297
46～55 110 141 251
56～65 186 185 371






















男性 : 1,088 人 女性 : 1,179 人
男性被験者数 (-) 女性被験者数 (-)  










(Ⅰ)  地震火災時の避難先に関する質問 
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（1）1 年以内，（2）1 から 5 年以内，（3）5 から 10 年以内，（4）10 から 20 年以内，（5）





表 5-3  在住期間による回答の内訳 
0 1 2 3 4～
1年以内 123 (0.62) 61 (0.31) 13 (0.07) 0 (0.00) 0 (0.00) 197 (1.00)
1～5年以内 248 (0.63) 122 (0.31) 17 (0.04) 6 (0.02) 1 (0.00) 394 (1.00)
5～10年以内 116 (0.54) 77 (0.36) 20 (0.09) 2 (0.01) 0 (0.00) 215 (1.00)
10～20年以内 149 (0.56) 99 (0.37) 16 (0.06) 2 (0.01) 0 (0.00) 266 (1.00)
20～40年以内 258 (0.51) 210 (0.41) 40 (0.08) 1 (0.00) 0 (0.00) 509 (1.00)
40年より長い 315 (0.46) 290 (0.42) 68 (0.10) 13 (0.02) 0 (0.00) 686 (1.00)
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1,058 人であり，このうちの殆どは広域避難場所を一つしか回答できない結果となった．広
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Left-Bank of Kamo River (Lower Part)
Right-Bank of Kamo River (Middle Part)







































































0.75 ● : (A) 丸太町通り(20m)
■ : (B) 今出川通り(15m)
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(Ⅰ)  広域避難場所が潜在的に有する「魅力度Φ」 
(Ⅱ)  住民が避難先の候補として考えるための「閾値Θ 」 
の二種類の仮想的な概念量を考え，魅力度Φが閾値Θ を超える場合には，住民がその広域
避難場所を避難先の候補として考えるものと仮定する． 




値 jΦ と考え，次のように表わす． 
 
jjj Φ′+Φ=Φ  (5-2) 
ただし， jΦ は魅力度 jΦ のうち確率的に変動しない成分（確定項）， jΦ′は確率的に変動する
成分である．一方の閾値Θ は，住民 iと広域避難場所 jの関係から説明できるものと考え，
次のように表わす． 
 
ijijij Θ′+Θ=Θ  (5-3) 




4321 αααα +⋅+⋅+⋅=Θ ijijiij dst  (5-4) 









魅力度 Φ住民 閾値 Θ
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との直線距離（m）， ijd は住民 iと避難場所 jの間に避難を妨げる地理的な隙間が存在する場
合を 1，それ以外の場合を 0 とするダミー変数である． 
住民 iによる広域避難場所 jの選択確率 RP は，式（5-1）から次のように表わされる． 
 ( ) ( ) ( )ijjijjjijijjR FP Θ−Φ=Θ−Φ≤Φ′−Θ′=Θ≥Φ= PP  (5-5) 
ただし， ( )AP は事象 Aが生じる確率， F は jij Φ′−Θ′ の累積分布関数である．ここでは，魅
力度と閾値の変動成分 ijj Θ′Φ′ , が互いに独立なガンベル分布に従うものと考える．ガンベル
分布に従う確率変数 X の累積分布関数 )(xF は次のように表わされる． 






axxF expexp  (5-6) 
ただし， ba, は定数である．互いに独立な確率変数 21, XX がパラメータ（0,1）のガンベル分
布に従うとき， 12 XX − の累積分布関数は次のように表わされる． 
 ( ) ( )xxXX −+=≤− exp1
1P 12  (5-7) 
この関係をもとに式（5-5）を書き直せば，選択確率 RP は次のように表わされる． 




(Ⅰ)  魅力度の確定項 ( )NΦΦΦ ,,, 21 L  































)1()(  (5-10) 
ここに， )2267(=M は推定に用いる被験者 iの数， iN は被験者 iが回答した広域避難場所の
数， Nは魅力度 jΦ の推定対象となる広域避難場所の数である． 
ここでは，最尤法を用いて jΦ を推定する広域避難場所の数 Nを五人以上の被験者から回
答の得られた 31 か所とし，それ以外の広域避難場所（36 か所）については，最尤法による
推定結果から構築される回帰モデルを利用することで jΦ の値を予測する．その結果，最尤
法に用いるサンプル数は 70,277 となる．なお，避難を妨げる地理的な隙間については，市
街地を分断する河川，軌道，山岳のうち 40m 以上の幅を有するものを設定した． 
(1) 魅力度の推定結果 
 最尤法によって推定された魅力度 jΦ の値を広域避難場所の分類ごとにプロットしたもの
が図 5-8 である．広域避難場所の分類は，（1）公園，（2）学校，（3）河川，（4）歴史的空間，














































































































(d)  歴史的空間                    (e)  その他 









































































 最尤法と回帰モデルによって推定された全広域避難場所の魅力度 jΦ を一覧として整理し
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表 5-4  魅力度の推定値の一覧 
広域避難場所名称 分類 敷地面積(ha)
0.9772 京都御苑 歴史的空間 87.0
0.9652 西京極総合運動公園 公園 15.0
0.8044 宝が池公園 公園 30.0
0.7324 梅小路公園 公園 22.7
0.7196 二条城 歴史的空間 21.8
0.7085 京都大学北部構内農学部グラウンド 学校 11.8
0.6137 吉祥院公園(グラウンド)・桂川左岸久世橋上流 公園 9.9
0.5731 塔南高校グラウンド 学校 1.4
0.5637 広沢の池付近・仏教大学グラウンド・堀川高校グラウンド 学校 18.0
0.4936 桂川左岸(松尾橋～上野橋) 河川 7.0
0.4436 京都教育大学構内 学校 11.0
0.3939 桂川右岸(嵐山公園～松尾橋～上野橋) 河川 15.5
0.3344 横大路運動公園 公園 13.0
0.2527 京都警察学校グラウンド・龍谷大学構内 学校 12.4
0.2454 仁和寺境内 歴史的空間 14.0
0.2224 賀茂川右岸(上賀茂橋～葵橋) 河川 5.6
0.2090 羽束師運動広場 公園 10.4
0.1278 小畑川中央公園 公園 9.0
0.1132 日吉ヶ丘高校グラウンド・月輪中学校グラウンド・泉涌寺境内 学校 12.5
0.0972 岡崎公園 公園 4.5
0.0060 鴨川左岸(賀茂大橋～丸太町橋) 河川 3.2
-0.0727 東野公園・山科中学校グラウンド 公園 6.3
-0.0788 桃山御陵・伏見桃山城運動公園 その他 76.0
-0.0908 宝が池公園スポーツ広場 公園 7.0
-0.1036 金閣寺境内 歴史的空間 17.5
-0.1144 桂川左岸(桂大橋～東海道線) 河川 8.0
-0.1208 賀茂川右岸(御薗橋より上流) 河川 2.3
-0.1208 三栖公園 公園 2.2
-0.1434 京都ゴルフ場上賀茂コース その他 55.6
-0.1489 鴨川右岸(賀茂大橋～丸太町橋) 河川 3.1
-0.2179 府立植物園・府立大学グラウンド その他 31.2
-0.2479 京都ゴルフ場舟山コース(西賀茂) その他 40.0
-0.2486 立命館大学衣笠グラウンド 学校 10.0
-0.2692 陸上自衛隊桂駐とん地 その他 37.4
-0.2744 勧修寺公園・勧修中学校グラウンド 公園 4.4
-0.3279 山科中央公園・安祥寺中学校グラウンド・山階小学校グラウンド 公園 4.0
-0.4497 円山公園(将軍塚周域) 公園 13.0





-0.5014 京都競馬場(駐車場) その他 18.0
-0.5337 島津製作所三条工場北グラウンド その他 20.5
-0.5700 西院公園・デルタ自動車四条教習所 公園 2.6
-0.6150 京都教育大学附属高校・消防学校グラウンド 学校 11.3
-0.6894 伏見公園(グラウンド) 公園 2.0
-0.7158 向島南小学校グラウンド・宇治川公園 学校 8.7
-0.7175 下鳥羽公園 公園 2.0
-0.7250 京都府警察自動車運転免許試験場 その他 8.9
-0.7276 伏見北堀公園 公園 5.4
-0.7872 殿田公園・陶化中学校グラウンド 公園 3.5
-0.8088 上鳥羽公園(グラウンド) 公園 1.7
-0.8977 大宮交通公園 公園 2.0
-1.1010 竹の里小学校グラウンド・大蛇ヶ池公園 学校 7.3
-1.1313 市立芸術大学 学校 7.2
-1.1932 向島中学校グラウンド・向島二の丸小学校グラウンド　 学校 7.0
-1.2505 洛東自動車教習所 その他 1.7
-1.2698 日野野外活動施設 その他 1.6
-1.4231 聖母女学院短期大学・深草中学校グラウンド 学校 9.9
-1.5317 龍谷大学グラウンド 学校 6.0
-1.5317 境谷小学校グラウンド・洛西中学校グラウンド・境谷公園 学校 6.0
-1.5686 桂坂小学校グラウンド・大枝中学校グラウンド・国際日本文化研究センター 学校 5.9
-1.7630 桂高等学校グラウンド 学校 5.4
-1.9320 向島藤の木小学校グラウンド・向島東公園 学校 5.0
-2.0216 桂川中学校グラウンド・川岡東小学校グラウンド・牛ヶ瀬公園 学校 4.8
-2.7152 小栗栖中学校グラウンド・小栗栖小学校グラウンド 学校 3.5
-2.9120 栗陵中学校グラウンド・池田小学校グラウンド 学校 3.2
-2.9120 春日丘中学校グラウンド・日野小学校グラウンド 学校 3.2
-3.0537 東山中・高等学校グラウンド 学校 3.0













































ijΘ が小さくなる（選択確率 RP を高める）結果となった．一方で，避難場所までの距離に関



























表 5-5  計算条件 









表 5-6  年齢別の在住期間の確率密度分布 
～1年 1～5年 5～10年 10～20年 20～40年 40年～
18～25歳 402 7.63 (9.39) 0.235 0.109 0.0135 0.0145 0.00588 0
26～35歳 334 12.32 (12.03) 0.154 0.0791 0.0277 0.00994 0.0146 0
36～45歳 295 23.02 (24.14) 0.0751 0.0512 0.0334 0.0181 0.00956 0.00302
46～55歳 251 32.77 (25.35) 0.0482 0.0161 0.0241 0.0185 0.0149 0.00475
56～65歳 371 39.93 (25.8) 0.0244 0.0142 0.0146 0.0133 0.0159 0.00659
66歳～ 614 54.06 (23.98) 0.0148 0.00697 0.0108 0.0041 0.00926 0.0113






























■ :  0.00～0.25
■ :  0.25～0.50
■ :  0.50～0.75








































■ :  0.00～0.75
■ :  0.75～1.00









































(Ⅰ)  広域避難場所が潜在的に有する「魅力度Φ」 
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表 5-7  広域避難場所の収容率一覧 





1 京都ゴルフ場舟山コース(西賀茂) その他 195,000 4,343 0.0223
2 大宮交通公園 公園 6,000 4,568 0.7613
3 金閣寺境内 歴史的空間 5,000 7,715 1.5430
4 立命館大学衣笠グラウンド 学校 9,000 6,219 0.6910
5 洛星高校グラウンド 学校 7,500 152 0.0203
6 京都ゴルフ場上賀茂コース その他 195,000 5,750 0.0295
7 上京区 京都御苑 歴史的空間 173,500 36,443 0.2100
8 府立植物園・府立大学グラウンド その他 140,000 8,656 0.0618
9 宝が池公園 公園 70,000 13,826 0.1975
10 京都大学北部構内農学部グラウンド 学校 21,500 19,961 0.9284
11 岡崎公園 公園 22,500 7,241 0.3218
12 宝が池公園スポーツ広場 公園 28,200 5,610 0.1989
13 二条城 歴史的空間 35,000 31,005 0.8859
14 島津製作所三条工場北グラウンド その他 13,750 8,954 0.6512
15 東山区 日吉ヶ丘高校グラウンド・月輪中学校グラウンド・泉涌寺境内 学校 23,500 7,498 0.3191
16 下京区 梅小路公園 公園 50,000 25,815 0.5163
17 殿田公園・陶化中学校グラウンド 公園 8,250 5,349 0.6484
18 上鳥羽公園(グラウンド) 公園 8,500 3,258 0.3833
19 吉祥院公園(グラウンド)・桂川左岸久世橋上流 公園 39,000 9,130 0.2341
20 塔南高校グラウンド 学校 5,000 8,434 1.6868
21 陸上自衛隊桂駐とん地 その他 5,000 4,872 0.9744
22 久世橋西詰公園 公園 15,500 3,573 0.2305
23 仁和寺境内 歴史的空間 6,500 9,313 1.4328
24 西京極総合運動公園 公園 36,000 22,743 0.6318
25 西院公園・デルタ自動車四条教習所 公園 11,250 7,436 0.6610
26 広沢の池付近・仏教大学グラウンド・堀川高校グラウンド 学校 90,000 12,667 0.1407
27 京都警察学校グラウンド・龍谷大学構内 学校 15,000 13,703 0.9135
28 京都教育大学附属高校・消防学校グラウンド 学校 27,000 6,972 0.2582
29 京都教育大学構内 学校 26,250 11,781 0.4488
30 桃山御陵・伏見桃山城運動公園 その他 108,500 9,958 0.0918
31 伏見公園(グラウンド) 公園 9,500 4,533 0.4772
32 下鳥羽公園 公園 9,500 2,792 0.2939
33 三栖公園 公園 11,000 5,891 0.5355
34 小栗栖中学校グラウンド・小栗栖小学校グラウンド 学校 6,400 807 0.1261
35 栗陵中学校グラウンド・池田小学校グラウンド 学校 5,600 799 0.1427
36 春日丘中学校グラウンド・日野小学校グラウンド 学校 6,250 458 0.0733
37 日野野外活動施設 その他 7,850 925 0.1178
38 向島南小学校グラウンド・宇治川公園 学校 27,950 4,065 0.1454
39 向島中学校グラウンド・向島二の丸小学校グラウンド　 学校 10,450 3,271 0.3130
40 向島藤の木小学校グラウンド・向島東公園 学校 24,350 1,611 0.0662
41 伏見北堀公園 公園 18,650 3,448 0.1849
42 羽束師運動広場 公園 13,850 5,249 0.3790
43 京都府警察自動車運転免許試験場 その他 27,550 1,751 0.0636
44 横大路運動公園 公園 64,000 1,962 0.0307
45 京都競馬場(駐車場) その他 60,500 1,988 0.0329







47 山科中央公園・安祥寺中学校グラウンド・山階小学校グラウンド 公園 10,050 11,164 1.1108
48 東山中・高等学校グラウンド 学校 6,650 689 0.1036
49 東野公園・山科中学校グラウンド 公園 19,400 12,300 0.6340
50 洛東自動車教習所 その他 8,100 2,431 0.3001
51 龍谷大学グラウンド 学校 26,800 1,205 0.0450
52 勧修寺公園・勧修中学校グラウンド 公園 19,000 7,185 0.3782
53 桂高等学校グラウンド 学校 9,000 1,723 0.1914
54 桂川中学校グラウンド・川岡東小学校グラウンド・牛ヶ瀬公園 学校 11,950 1,235 0.1033
55 小畑川中央公園 公園 44,850 7,615 0.1698
56 境谷小学校グラウンド・洛西中学校グラウンド・境谷公園 学校 13,000 2,059 0.1584
57 竹の里小学校グラウンド・大蛇ヶ池公園 学校 11,150 2,863 0.2568
58 桂坂小学校グラウンド・大枝中学校グラウンド・国際日本文化研究センター 学校 29,000 793 0.0273
59 市立芸術大学 学校 17,100 1,371 0.0802
60 ― 賀茂川右岸(御薗橋より上流) 河川 11,250 6,971 0.6196
61 ― 賀茂川右岸(上賀茂橋～葵橋) 河川 20,000 16,544 0.8272
62 ― 鴨川右岸(賀茂大橋～丸太町橋) 河川 15,500 7,952 0.5130
63 ― 鴨川左岸(賀茂大橋～丸太町橋) 河川 13,500 10,035 0.7433
64 ― 円山公園(将軍塚周域) 公園 39,300 4,899 0.1247
65 ― 桂川左岸(桂大橋～東海道線) 河川 40,000 7,549 0.1887
66 ― 桂川左岸(松尾橋～上野橋) 河川 31,500 16,338 0.5187
67 ― 桂川右岸(嵐山公園～松尾橋～上野橋) 河川 68,500 20,340 0.2969
山科区
西京区
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6.2 関東大震災(1923)の再現 






 東京市での被害の概要を整理したものが表 6-1 である[2-4]．午前 11:58 頃に東京市を直撃
したマグニチュード 7.9 の地震は，その直後に約 60 件の出火を誘発した．これらの一部は，
東京市近辺に停滞していた低気圧による折からの強風にあおられて拡大し，市街地の広大
な範囲を巻き込む大火へと発展した．地震の直撃後も余震等によって火災の発生は引き続
き，飛び火による延焼が多発したこともあって，大火は 9 月 3 日午前 10:00 の鎮火に至るま
で，約 2 日間もの間燃え続けた．その結果，焼失面積 3500ha，焼失棟数 22 万棟，避難者数











火災によって死亡した避難者の数は全体の 5%程度であり，残りの 130 万人は危険を免れ
たことになるが，その多くは広場や公園といった比較的広めの空き地へ逃げ込んだ．当 
 





















こうした当時の避難場所の様子を撮影したものが図 6-2 である．中でも被服廠跡には，4 万
人もの避難者が集結し一時は危険を免れていたものの，その後襲来した旋風に巻き込まれ 3





























図 6-1  東京市の被災地域 
表 6-2  気象状況の観測結果[2] 
気温(℃) 風速(m/s) 風向
11h 28.0 11.0 S
12h 28.8 12.0 SSE
13h 29.0 11.5 S
14h 29.5 11.2 SSW
15h 29.6 11.0 S
16h 30.0 11.0 SW
17h 28.2 14.0 SSW
18h 29.0 14.5 WSW
19h 29.8 14.0 W
20h 29.0 10.2 NW
21h 30.0 19.0 NNW
22h 32.0 19.5 NNW
23h 32.8 22.0 NW
0h 32.8 18.0 NNW
1h 32.8 17.0 NNW
2h 32.0 16.0 NNW





4h 31.0 13.0 N
5h 30.5 11.0 NNW
6h 30.2 8.0 NNW
7h 28.0 8.0 NW
8h 26.4 5.4 N
9h 27.8 4.9 SW
10h 27.0 5.0 SW
11h 26.7 5.0 SW
12h 26.5 5.4 SW
13h 27.0 6.5 SSW
14h 27.5 6.0 SSW
15h 27.2 6.0 SSW
16h 27.5 6.0 SSW
17h 27.3 8.5 WSW
18h 27.2 8.0 WSW
19h 27.5 8.0 SW




21h 27.2 7.0 SSW
22h 27.1 5.0 S
23h 27.1 5.0 S
0h 27.5 6.0 S
1h 27.5 7.0 SSE
2h 27.3 8.5 SSE
3h 27.0 7.5 SE
4h 25.8 7.0 S
5h 25.3 4.2 S
6h 25.5 4.9 S
7h 26.0 6.0 S
8h 28.0 8.0 S
9h 28.0 10.0 S
10h 29.0 9.6 S
11h 28.5 12.0 S
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表 6-3  避難場所の収容状況[2] 
避難場所名称 避難人数(人) 敷地面積(ha) 避難者密度(m2/人)
上野公園 500,000 83.5 1.67
浅草公園 70,000 31.7 4.53
深川岩崎邸 20,000 9.5 4.75
芝公園 50,000 48.2 9.64
靖国神社 50,000 5.0 1
深川埋立地 50,000 不明 不明
被服廠跡 40,000 10.3 2.58




図 6-2  上野公園の様子 
 
6.2.2 計算条件 
計算にあたって設定した条件を表 6-4 に示す．計算領域は図 6-2 に示す被災地域の外側に








iPFO lThq χχ &  (6-1) 
ここに，定数 Fχ は熱流束を，定数 Pχ は長さをポテンシャルΦ に変換する係数であるが，
ポテンシャルは仮想的な値であるため，これら PF χχ , の値は熱流束と長さの相対的な重みに
等しい．そこで本計算では，定数 Pχ を 1.0（m-1）に固定し，定数 Fχ を試行錯誤的に決定し
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(1) 避難経路と避難場所の条件 
避難経路は，当時の市街地図から道路ネットワークを読み取ることで構築した．避難場













表 6-4  計算条件 
避難経路ネットワーク 当時の市街地図から道路網を読み取って作成
木材が単位量消費された場合の発熱量 ΔHW 16000 (kJ/kg)
避難者の初期位置 行政区の被災人口に基づいて配置
避難を開始する限界熱流束 qcr 2.0 (kW/m2)




人体の対流熱伝達率 h 0.02 (kW/m2K)





木造家屋の単位建築面積あたりの質量減少速度 mW 0.06 (kg/m2s)
定数 χF 0.0, 10.0, 11.0, 12.0, 100.0 (m2/kW)



































<≤0  (6-3) 
ここに， WHΔ （ ≈ 16000kJ/kg）は木材が単位量消費された場合の発熱量[6]， Wm ′′& （ ≈ 0.06kg/m2s）
は木造家屋の単位建築面積あたりの質量減少速度[7]， BA はメッシュ内の燃焼面積， MA は
メッシュの面積， tは時間， Dt はメッシュの燃焼が成長期から盛期へ移る時間， Ft はメッシ
ュの燃焼が終了する時間，αは燃焼面積の成長率，c は盛期時の燃焼面積のメッシュ面積に
対する割合である．このうち，燃焼開始から盛期を迎えるまでの時間 0ttD − ，および，燃焼
が終了するまでの時間 0ttF − はそれぞれ 20min, 40min と設定した．盛期時の燃焼面積の割合










































h BM &  (6-4) 
ここに，Dは火源径であり，計算上は BA とする． 
延焼動態図には火の粉による飛び火の発生が多数記録されているが，ここでは，その発
生地点と時間を読み取ることで新たな出火点として扱う．その結果，火災の再現にあたっ











































うに配置した．行政区の被災人口を整理すれば，表 6-5 のようになる． 
住民が避難を開始する限界熱流束 crq ′′& は長谷見ら[9]を基に 2.0kW/m2，住民が避難を開始す
る限界曝露温度 crT は東京消防庁[10]を基に 313K，人体の対流熱伝達率 hは市街地風の影響
を無視し 0.02kW/m2K，人体の表面温度 BT は 305K と設定した．  
 
表 6-5  行政区の被災人口[1,3] 
行政区名称 夜間人口 被災人口 焼死者数
麹町区 56,117 29,402 61
神田区 143,757 175,421 1,221
日本橋区 123,961 115,905 1,172
京橋区 137,668 131,040 902
芝区 171,854 76,726 398
麻布区 86,083 45 131
赤坂区 55,258 9,832 77
四谷区 68,197 3,688 94
牛込区 118,642 0 0
小石川区 140,471 4,694 220
本郷区 123,055 32,736 291
下谷区 180,510 145,206 742
浅草区 251,469 216,290 3,225
本所区 248,452 240,788 53,620


















神田といった地域の殆どが焼失する結果となった．図 6-6 を見ると，地震発生から 12 時間



















































































(a)  地震発生から 4 時間後                (b)  地震発生から 8 時間後 
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(2) ポテンシャルの空間分布 































(a)  火災危険度ポテンシャル（地震発生から 8 時間後） 



































(c)  避難ポテンシャル（地震発生から 8 時間後） 
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可能性を示唆している．避難ポテンシャルの分布は，火災影響を避けつつも安全な避難場
所に向かって避難が行われる様子を表現できるものと考えられるが，それには適切な重み
定数 Fχ を与える必要がある． 





で，ある燃焼建物を原点 O にとった一次元座標系（ s）を導入し，原点 O から正の方向に
遠ざかった地点に避難場所がある市街地を仮定する（図 6-9，横軸）．火災危険度ポテンシ
ャル FΦ のうち，輻射成分（ qF ′′⋅ &χ ），および熱気流成分（ ThF Δ⋅χ ）の地点 sにおける勾配
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地点 sにおける勾配である．ただし，熱気流の温度上昇 TΔ は，簡単のため，気流軸上の温
度上昇 0TΔ で与えた．一方，心理危険度ポテンシャル PΦ の地点 sにおける勾配 Pδ は，式
（2-17）と同様に，次式で表わされる． 
 
PP χδ −=  (6-6) 
このとき，避難ポテンシャルの勾配の中で，火災による傾きと避難場所による傾きが釣り





































ただし， Rs ,0 は輻射成分による傾き Rδ と避難場所による傾き Pδ が釣り合う地点， Ts ,0 は熱気
流成分による傾き Tδ と避難場所による傾き Pδ が釣り合う地点である．式（6-7）の関係は，
避難者の移動方向を支配する要因が輻射や熱気流といった火災危険から市街地の避難場所





 ここで，燃焼建物の発熱速度Q& を燃焼が盛んな状態を想定して 50,000kW，人体の対流熱
















熱の伝達経路に遮蔽物が存在するため，現実的には，輻射成分の釣り合い距離 Rs ,0 は上記の
値よりも小さくなると考えられる．また，実際の市街地火災では，複数の建物が同時に燃
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での移動軌跡は，地震発生から 4 時間（9/1・16 時）が経過した頃の様子であり，図 6-7.（a）
に対応している．また，避難者の移動軌跡を実線で，16 時における火災前線の位置と地上
付近の温度上昇が 5K を超える地域を点線で示してある． 
日本橋に滞在していたこの住民は，付近で発生した延焼火災が比較的近くまで拡大して











定数 Fχ を 0.0, 10.0, 11.0, 12.0, 100.0（m2/kW）の五通りに変化させた各条件について，計
算された避難不能者の最終的な人数を整理したものが表 6-6 である．被災調査から報告され
ている東京市の火災死亡者数は 65,902 人であるが，この中には火災旋風によって死亡した
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ル検証にあたっての指標と考える．このとき，避難不能者の最終的な人数は計算条件



































































































(b)  モデルの計算結果 
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表 7-1，その位置を示したものが図 7-1 である．これらの活断層は，いずれもマグニチュー
ド 7 に近い地震を引き起こすものと予想されており，中でも，花折断層がずれた場合の被
害は最も大きな規模になるものと考えられている[2]． 
平成 17 年度国勢調査によれば，京都市には約 140 万人の住民が居住している．これに加
えて，多くの文化遺産群が国内外から年間約 5000 万人（一日平均 15 万人）もの観光客を
誘引している．こうした莫大な数の都市滞留者に対応するため，京都市では 67 か所のオー
プンスペースが広域避難場所に指定されており，それらは延焼火災からの輻射熱に対して
1ha 以上の安全面積を担保している[1]．なお，広域避難場所の配置は図 7-1 に示してある． 
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表 7-1  京都市周辺の活断層の特徴と被害予測[2] 
起震断層名 花折断層 桃山～鹿ヶ谷断層 宇治川断層 樫原～水尾断層
長さ 47km 11km 10km 15km
幅 16～18km 17km 16.2km 14～14.9km
マグニチュード 7.5 6.6 6.5 6.6
被害建物棟数 274,000 102,000 30,400 47,700
出火件数 26～96 16～59 12～44 11～40  
起震断層名 光明寺～金ヶ原断層 有馬・高槻断層系 黄檗断層 琵琶湖西岸断層系
長さ 8km 34km 10km 55km
幅 14.2km 14.1km 16.2km 17.0km
マグニチュード 6.3 7.2 6.5 7.7
被害建物棟数 3,800 32,900 19,600 99,600




















































































(c)  15 時における風速の頻度               (d)  風向の頻度 
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 計算を行うにあたって設定した条件を整理したものが表 7-2 である．ここでは，京都市周
辺に分布する活断層の中で最も大きな被害をもたらすものと予想される花折断層を起震源
に想定し，地震発生から 48 時間が経過するまでの計算を行う．なお，延焼モデル（第 3，4










火件数 On は次のように表わされる． 
 OHO pnn ⋅⋅=α  (7-1) 
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図 7-3  出火率と倒壊率の関係[4,5] 
 
れている値を用いる．行政区の出火率 Op は，阪神淡路大震災の調査データ[4,5]をもとに行
政区の倒壊率 Cp の関数として，次のようにモデル化した（図 7-3）． 
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ただし， 2R は決定係数である．本計算では，行政区の倒壊率 Cp に京都市第三次被害想定[2]
の結果を利用する．このとき，式（7-2）から計算される行政区の出火率 Cp を整理すれば，




の出火件数は 94 件と推定された． 
 出火点となる建物については，行政区の出火率 Op を建物一棟の出火率 ip に換算し，市街






pp =  (7-3) 




 飛び火による延焼の発生については，第 4 章で構築した確率論的モデルを利用すること
とし，飛び火定数 Pχ に酒田市大火を最も良好に再現する値 0.5×10-9（kJ-1）を採用する． 
(2) 気象条件 
 外気温の日変動は 101K のオーダーであるのに対して，火災の拡大や避難者の熱環境を決





表 7-3  出火率の計算値 
No. 行政区 建物棟数 (-) 倒壊建物数 (-) 倒壊率 (-) 出火率 (10-4)
1 北区 61,634 4,400 0.071 1.55
2 上京区 50,932 1,900 0.037 1.02
3 左京区 80,607 6,300 0.078 1.65
4 中京区 58,064 1,700 0.029 0.88
5 東山区 23,618 2,800 0.119 2.15
6 下京区 41,722 2,200 0.053 1.28
7 南区 51,994 2,200 0.042 1.11
8 右京区 92,027 200 0.002 0.17
9 伏見区 118,380 6,600 0.056 1.33
10 山科区 60,481 1,400 0.023 0.75









 延焼計算の対象となる建物数は 417,425 棟であり，その形状，階数，構造に関する情報は，
都市計画図および航空測量をもとに作成した．ただし，建物の構造形式は堅牢，非堅牢の
二種類に分類し，それぞれの建物構造の燃焼特性は表 7-4 のように設定した[6]．外壁面に
















































図 7-4  出火時間の確率密度分布[4] 
表 7-4  設定した熱物性値[6] 
非堅牢 堅牢
30 (kg/m2) 30 (kg/m2)








燃え抜け時間 30 (min) 燃え抜けなし





















 避難計算の対象となる住民の人数は，京都市 5,202 町丁目に居住する 15 歳以上の男女











を分断する河川，軌道，山岳のうち 40m 以上の幅を有するものを設定した． 
 避難ポテンシャル OΦ を決定する定数 PF χχ , は，第 6 章において調整した関東大震災の被
災状況を最も良好に再現する値（ ,0.11=Fχ 0.1=Pχ ）を用いた． 
7.3.2 計算結果とその考察 
(1) 延焼性状 
 図 7-5 は，延焼モデルによって計算された風速 5m/s の条件の延焼火災の様子を示したも





地震発生から 48 時間後までの燃焼性状の推移を示したものが図 7-6 である．市街地では
地震の発生と同時に 41 件の火災が発生し，その後も断続的ではあるが出火が継続したこと
が分かる．延焼火災の勢力は風速によらず地震発生から 18 時間後までの間で強く，それ以
降は衰える結果となった．風速 5m/s の条件での飛び火の発生数は全体で 378 件と計算され
たが，そのうちの多くは延焼火災の勢力が強かった時間帯に集中している．市街地全体で
の最終的な焼失建物数は風速 0m/s の条件で 32,828 棟，風速 5m/s の条件で 43,222 棟と計算
された． 
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(a)  地震発生から 12 時間後 
 
(b)  地震発生から 24 時間後 


















































図 7-6  燃焼性状の推移 
0 500 1000m
U∞=5.0m/s





























































■ :  焼失建物(32,828)
■ :  燃焼建物(0)
■ :  未燃建物(384,597)
京都御苑
花折断層


























■ :  焼失建物(43,222)
■ :  燃焼建物(28)
■ :  未燃建物(374,175)
京都御苑
花折断層













(b)  風速 5m/s 



















図 7-9 は，避難モデルによって計算された地震発生から 48 時間後の最終的な避難状態を
比較したものである．最終的に避難を開始した人数は風速 0m/sの条件で 89,475人，風速 5m/s









速 0m/s の条件で 54 人，風速 5m/s の条件で 1,650 人と計算された．図 7-10 はこのような 
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■ :  1～100
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(b)  風速 5m/s 
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表 7-5  広域避難場所の収容率一覧（風速 5m/s） 





1 京都ゴルフ場舟山コース(西賀茂) その他 195,000 167 0.0009
2 大宮交通公園 公園 6,000 1,453 0.2422
3 金閣寺境内 歴史的空間 5,000 3,623 0.7246
4 立命館大学衣笠グラウンド 学校 9,000 1,478 0.1642
5 洛星高校グラウンド 学校 7,500 282 0.0376
6 京都ゴルフ場上賀茂コース その他 195,000 4 0.0000
7 上京区 京都御苑 歴史的空間 173,500 16,377 0.0944
8 府立植物園・府立大学グラウンド その他 140,000 759 0.0054
9 宝が池公園 公園 70,000 368 0.0053
10 京都大学北部構内農学部グラウンド 学校 21,500 4,457 0.2073
11 岡崎公園 公園 22,500 1,186 0.0527
12 宝が池公園スポーツ広場 公園 28,200 631 0.0224
13 二条城 歴史的空間 35,000 10,798 0.3085
14 島津製作所三条工場北グラウンド その他 13,750 1,154 0.0839
15 東山区 日吉ヶ丘高校グラウンド・月輪中学校グラウンド・泉涌寺境内 学校 23,500 792 0.0337
16 下京区 梅小路公園 公園 50,000 8,472 0.1694
17 殿田公園・陶化中学校グラウンド 公園 8,250 371 0.0450
18 上鳥羽公園(グラウンド) 公園 8,500 238 0.0280
19 吉祥院公園(グラウンド)・桂川左岸久世橋上流 公園 39,000 466 0.0119
20 塔南高校グラウンド 学校 5,000 282 0.0564
21 陸上自衛隊桂駐とん地 その他 5,000 16 0.0032
22 久世橋西詰公園 公園 15,500 90 0.0058
23 仁和寺境内 歴史的空間 6,500 143 0.0220
24 西京極総合運動公園 公園 36,000 4,125 0.1146
25 西院公園・デルタ自動車四条教習所 公園 11,250 960 0.0853
26 広沢の池付近・仏教大学グラウンド・堀川高校グラウンド 学校 90,000 1 0.0000
27 京都警察学校グラウンド・龍谷大学構内 学校 15,000 3,657 0.2438
28 京都教育大学附属高校・消防学校グラウンド 学校 27,000 1,655 0.0613
29 京都教育大学構内 学校 26,250 3,033 0.1155
30 桃山御陵・伏見桃山城運動公園 その他 108,500 2,825 0.0260
31 伏見公園(グラウンド) 公園 9,500 2,195 0.2311
32 下鳥羽公園 公園 9,500 498 0.0524
33 三栖公園 公園 11,000 1,276 0.1160
34 小栗栖中学校グラウンド・小栗栖小学校グラウンド 学校 6,400 644 0.1006
35 栗陵中学校グラウンド・池田小学校グラウンド 学校 5,600 29 0.0052
36 春日丘中学校グラウンド・日野小学校グラウンド 学校 6,250 1,045 0.1672
37 日野野外活動施設 その他 7,850 1 0.0001
38 向島南小学校グラウンド・宇治川公園 学校 27,950 151 0.0054
39 向島中学校グラウンド・向島二の丸小学校グラウンド　 学校 10,450 90 0.0086
40 向島藤の木小学校グラウンド・向島東公園 学校 24,350 515 0.0211
41 伏見北堀公園 公園 18,650 848 0.0455
42 羽束師運動広場 公園 13,850 39 0.0028
43 京都府警察自動車運転免許試験場 その他 27,550 5 0.0002
44 横大路運動公園 公園 64,000 4 0.0001
45 京都競馬場(駐車場) その他 60,500 0 0.0000







47 山科中央公園・安祥寺中学校グラウンド・山階小学校グラウンド 公園 10,050 1,745 0.1736
48 東山中・高等学校グラウンド 学校 6,650 47 0.0071
49 東野公園・山科中学校グラウンド 公園 19,400 276 0.0142
50 洛東自動車教習所 その他 8,100 3 0.0004
51 龍谷大学グラウンド 学校 26,800 6 0.0002
52 勧修寺公園・勧修中学校グラウンド 公園 19,000 67 0.0035
53 桂高等学校グラウンド 学校 9,000 49 0.0054
54 桂川中学校グラウンド・川岡東小学校グラウンド・牛ヶ瀬公園 学校 11,950 7 0.0006
55 小畑川中央公園 公園 44,850 1 0.0000
56 境谷小学校グラウンド・洛西中学校グラウンド・境谷公園 学校 13,000 0 0.0000
57 竹の里小学校グラウンド・大蛇ヶ池公園 学校 11,150 0 0.0000
58 桂坂小学校グラウンド・大枝中学校グラウンド・国際日本文化研究センター 学校 29,000 0 0.0000
59 市立芸術大学 学校 17,100 1 0.0001
60 ― 賀茂川右岸(御薗橋より上流) 河川 11,250 238 0.0212
61 ― 賀茂川右岸(上賀茂橋～葵橋) 河川 20,000 7,446 0.3723
62 ― 鴨川右岸(賀茂大橋～丸太町橋) 河川 15,500 223 0.0144
63 ― 鴨川左岸(賀茂大橋～丸太町橋) 河川 13,500 1,407 0.1042
64 ― 円山公園(将軍塚周域) 公園 39,300 146 0.0037
65 ― 桂川左岸(桂大橋～東海道線) 河川 40,000 1,010 0.0253
66 ― 桂川左岸(松尾橋～上野橋) 河川 31,500 47 0.0015
67 ― 桂川右岸(嵐山公園～松尾橋～上野橋) 河川 68,500 1 0.0000
山科区
西京区






























には 27,701 人の住民が居住している（図 7-12）．なお，市街地風は西から風速 5m/s の風が 
 

























時間 Et は，次のように表わされる． 
 ( )IFE ttt ,min=  (7-5) 
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ミュレーションを用いて定量的に評価した（第 7 章）． 
第 2章  ポテンシャルの概念に基づく避難性状予測モデル 

































































第 4章  住民による消火活動を考慮した飛び火現象の確率論的予測モデル 
第 4 章では，火の粉による延焼の発生について確率論的なモデルを採用し，ある建物 jで
飛び火が発生する確率 jOP , の定式化を行った．まず，燃焼建物から放出される一つの火の粉
iによって，ある風下側建物 jへ延焼が起こる確率 ijOp , を考えた後，燃焼領域から発生する















,,,,,, )1(11  (8-1) 
このうち，火の粉の発生数 kBn , は燃焼建物 kの発熱速度の累積値に比例するものとし，火の
粉が飛来する確率 ijSp , は風向方向を対数正規分布，風向に直角な方向を正規分布で近似した
飛散確率の積で表わされるものと考えた．また，可燃物の存在確率 ijCp , および火の粉が着火
の危険性を有している確率 ijDp , は，これらに関する知見が乏しいことから一定値をとるもの


































第 6章  避難性状予測モデルの検証 


















第 7章  避難シミュレーションを用いた避難安全対策の有効性評価 












































































8.2  課題と展望  149 





















































































（第 3 章）は，京都大学次世代開拓研究ユニット 助教・樋本圭佑 博士に提供して頂いた
プログラムの計算アルゴリズムに改良を加えたものです．また，酒田市大火の検証（第 3，
4 章）に必要な市街地データについても，提供して頂きました． 
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